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少子高齢化に伴う人口減少の時代において、県勢（人口や産業構造等）は、大きく変化していくことが予
想されています。特に、人口減少やそれに伴う産業構造への影響、社会保障費の増大などについては、
県政推進における大きな課題であり、これらの動向を的確に捉えながら、新たな政策展開を図ることが求
められています。

このため、中長期的な県勢の動向について、大分大学経済学部、大銀経済経営研究所、県が共同して
シミュレーションを実施しました。

なお、このシミュレーションの結果は、主に国等により公表されたデータをもとに、２０４０年までの「人口・
世帯」、「経済指標・労働」、「社会保障」について、一定の条件や仮定の下で推計したものであります。

はじめに
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国立社会保障・人口問題研究所(以下、「社人研」という。)が平成25年3月27日に公表した推計人口（2015～2040年）

合計特殊出生率：2010→2015年1.53、2015→2020年1.69、2020年以降1.80

純移動率（男性）：２０～３０代の純移動率を2015年以降、現状想定（社人研仮定値）の現状想定（社人研仮定値）の現状想定（社人研仮定値）の現状想定（社人研仮定値）の3.5倍

純移動率（女性）：２０代の純移動率を2015年以降、現状想定（社人研仮定値）の現状想定（社人研仮定値）の現状想定（社人研仮定値）の現状想定（社人研仮定値）の3.5倍
３０代の純移動率を2015年以降、ゼロ（増減均衡）

合計特殊出生率：2010→2015年1.53、2015→2020年1.85、2020年以降2.07

純移動率（男性）：２０～３０代の純移動率を2015年以降、現状現状現状現状想定（社人研仮定値）の想定（社人研仮定値）の想定（社人研仮定値）の想定（社人研仮定値）の5.5倍

純移動率（女性）：２０代の純移動率を2015年以降、現状現状現状現状想定（社人研仮定値）の想定（社人研仮定値）の想定（社人研仮定値）の想定（社人研仮定値）の5.5倍
３０代の純移動率を2015年以降、ゼロ（増減均衡）

シミュレーションの前提条件

標準シミュレーション（国立社会保障・人口問題研究所の推計水準）

中位水準シミュレーション（人口減少緩和）

高位水準シミュレーション（人口減少緩和）
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推計方法・参考データ

№№№№ 推計項目推計項目推計項目推計項目 推計方法推計方法推計方法推計方法 参考データ参考データ参考データ参考データ

１ 総人口
・標準は、社人研が公表している推計人口

・中位水準、高位水準は、標準のデータの合計特殊出生率と純移動率を変化させて

推計

合計特殊出生率

【中位水準】2010→2015年1.53、2015→2020年1.69、2020年以降1.80

【高位水準】2010→2015年1.53、2015→2020年1.85、2020年以降2.07

純移動率

【中位水準】（男性）20～30代：2015年以降、社人研仮定値の3.5倍

（女性）20代：2015年以降、社人研仮定値の3.5倍

30代：2015年以降、純移動率をゼロ（増減均衡）

【高位水準】（男性）20～30代：2015年以降、社人研仮定値の5.5倍

（女性）20代：2015年以降、社人研仮定値の5.5倍

30代：2015年以降、純移動率をゼロ（増減均衡）

・社人研「日本の地域別将来推計人口」

・大分県「公衆衛生年鑑（母の年齢（５歳

階級）別出生数）」

２
年齢層別総人口

（標準）

３
年齢層別総人口

（中位水準）

４
年齢層別総人口

（高位水準）

５ 人口ピラミッド

６
一般世帯数と平均世帯

人員

・男女別・年齢5歳階級別人口×男女別・年齢5歳階級別・家族類型別世帯主率

※世帯主率 人口に占める世帯主の割合

（社人研の公表値を2010年国勢調査実績で補正して算出）

・総務省「国勢調査」

・社人研「日本の地域別将来推計人口」

・社人研「日本の世帯数の将来推計」

７ 類型別世帯数

８ 高齢者世帯の年齢構成

９ 小規模集落数
・各市町村・集落毎の男女別・年齢5歳階級別人口から、社人研の将来推計人口の

手法を用いて各集落における65歳以上人口の割合を算出

・県集落応援室「県内各市町村の自治区

等の状況」

１ 人口・世帯
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№№№№ 推計項目推計項目推計項目推計項目 推計方法推計方法推計方法推計方法 参考データ参考データ参考データ参考データ

１０
県内総生産

（潜在ＧＤＰベース）

・過去のＧＤＰ(1977年～2007年）からトレンドを算出し、今後、近年(1990年～2007年）

の平均的な量の労働力投入、投資(年3.3%）、技術水準の向上が継続するとした時に

実現可能なGDPを推計

・内閣府「県民経済計算」

・内閣府「民間資本ストック」

１１ 総就業者数
・No.１で推計した人口×過去のトレンドから推計した１５歳以上人口に占める就業者

の割合

・総務省「国勢調査」

・社人研「日本の地域別将来推計人口」

１２ 就業率 ・No.１１で推計した総就業者数÷No.1で推計した１５歳以上人口

１３
産業別就業者数

（標準）

・No.１１で推計した総就業者数×過去のデータから算出した産業別人口割合１４
産業別就業者数

（中位水準）

１５
産業別就業者数

（高位水準）

２ 経済指標・労働

№№№№ 推計項目推計項目推計項目推計項目 推計方法推計方法推計方法推計方法 参考データ参考データ参考データ参考データ

１６ 平均寿命と健康寿命

・社人研「日本の地域別将来推計人口」において、推計の前提になっている、生残率

（死亡率の反対）から算出

・平均寿命の推計値－平均要介護・要支援認定期間

※健康寿命：0歳の人が要支援・要介護状態になるまでの平均期間

・社人研「日本の地域別将来推計人口」

１７ 県民医療費

・将来推計人口×１人当たり国民医療費×医療費の伸び率（3.2％）

※伸び率（3.2%）：厚生労働省「医療・看護に係る長期推計」における医療の高度化、

診療報酬の改定、高齢化の影響等の想定値

※推計時点における消費税等の税制、医療制度が維持されたものとして推計

・厚生労働省「国民医療費」

・厚生労働省「医療・看護に係る長期推

計」

１８ 介護給付費

・要介護認定者数×要介護別認定者1人当たり保険給付額×介護給付費の伸び率

（1.9%）

※要介護別認定者1人当たり保険給付額

＝市町村別の要介護別給付費／要介護別認定者数

※伸び率（1.9％）：厚生労働省「医療・看護に係る長期推計」における将来の賃金上

昇率、物価上昇率の想定値

※推計時点における消費税等の税制、介護保険制度が維持されたものとして推計

・厚生労働省「医療・看護に係る長期推

計」

・厚生労働省「介護保険事業状況報告

（年報）」

３ 社会保障
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１ 人口・世帯
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１ 人口・人口構造

①標準シミュレーション（社人研の推計水準）
・人口は、減少を続け、２０４０年に１００万人を下回る９５．５万人となり、２０１０年比較で２４．１万人の減少、２０．２％減となる。
・人口構造は、６５歳以上の老年人口は２０２０年及び２０２５年の３７．２万人をピークに、その後は減少するが、老年人口割合は一貫し
て伸び続け、２０４０年に２０１０年比較で１０ポイント高い３６．７％に達する。
・一方、１５～６４歳の生産年齢人口は減少を続け、２０４０年に５０．４万人となり、２０１０年比較で２１．８万人の大幅減、生産年齢人口
割合は、２０１０年の６０．３％から５２．７％まで低下する。

・１４歳以下の年少人口は、減少を続けるが、２０３０年以降は減少数が鈍り、年少人口割合は１０．６％で横ばいとなる。

②中位水準シミュレーション（人口減少緩和）
・人口は、減少を続けるが、２０４０年に１０３．５万人と１００万人台を維持する。２０１０年比較で１６．１万人の減少、１３．５％減となる。
・人口構造は、老年人口は２０２０年及び２０２５年の３７．２万人をピークに、その後は減少し、老年人口割合は２０２５年以降は、３３％
台で横ばいとなる。

・一方、生産年齢人口は減少を続け、２０４０年に５５．２万人となり、２０１０年比較で１７．０万人の減少、生産年齢人口割合は、２０１０
年の６０．３％から５３．３％まで低下する。年少人口は、２０２５年まで減少した後、微増減を繰り返し、年少人口割合は、２０２０年の
１２．３％を底に増加に転じ、２０１０年の水準に近づく。

③高位水準シミュレーション（人口減少緩和）
・人口は、緩やかに減少を続け、２０４０年に１１０．１万人と１１０万人台を維持する。２０１０年比較で９．５万人の減少、８．０％減となる。
・人口構造は、老年人口は２０２０年及び２０２５年の３７．２万人をピークに、その後は減少する。老年人口割合は２０２５年の３２．５％を
ピークに減少し、２０４０年には２０１０年比較で５．２ポイント高い３１．８％となる。

・一方、生産年齢人口は減少を続けるが、２０２０年以降の減少は緩やかになり、２０４０年に５９．２万人となり、２０１０年比較で１３．０万
人の減少、生産年齢人口割合は、２０１０年の６０．３％から２０３０年に５３．７％まで低下した後は、横ばいとなる。

・年少人口は、２０１５年及び２０２０年の１４．５万人を底に増加に転じ、２０３０年には２０１０年の年少人口を上回るようになり、２０３５年
には１６．４万人と、２０１０年比較で０．８万人増、２０４０年も１５．９万人となる。年少人口割合は、２０１５年の１２．４％を底に増加に転
じ、２０２５年には２０１０年の割合を上回るようになり、２０３５年に１４．６％と２０１０年比較で１．６ポイントの増加、２０４０年はやや減少
して１４．４％となる。
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２ 世帯数・世帯人員
○社人研の人口推計ベースでシミュレーションを実施した。
・世帯数は、２０１０年の４８万世帯をピークに、減少を続け、２０４０年は４１．３万世帯となり、２０１０年比較で６．７万世帯の減少、
１３．９％減となる。

・平均世帯人員も減少を続け、２０４０年に２．２人となる。
・類型別世帯数では、２０００年では「夫婦と子供世帯」が最も多かったのが、２００５年では「単独世帯」が最も多くなり、その後も「単独
世帯」の割合は上昇し、２０４０年は３６．０％を占める。また、２０３５年以降は、「夫婦のみ世帯」が「夫婦と子供世帯」を上回るように
なり、２０４０年で「夫婦のみ世帯」が２３．８％、「夫婦と子供世帯」が２２．１％になる。「単独世帯」と「夫婦のみ世帯」を合わせると約
６割を占める。

・６５歳以上の高齢者世帯数は、２０２０年の１９．８万世帯をピークに減少する一方で、世帯主が８５歳以上世帯は増加を続け、２０４０年
に４．９万世帯となり高齢者世帯の２６．６％を占める。

３ 小規模集落数
・小規模集落数は２０２５年まで増加し、１，５８８集落（構成比３７．３％）となり、２０１２年対比で８８３集落（＋１２５％）の大幅な増加とな
る。その後は減少に転じ、２０４０年には１，３２７集落（構成比３１．１％）となる。



955,424 

1,035,096 

1,196,529 

1,101,401 

900,000

1,000,000

1,100,000

1,200,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

総人口総人口総人口総人口

標準 中位水準 高位水準

（人）

高位水準

合 特：2015～2020年で2.07を達成

純移動率：標準の5.5倍(20～30代)

中位水準

合 特：2015～2020年で1.80を達成

純移動率：標準の3.5倍(20～30代)

標準

合特：2015～2040年に1.46～1.49で推移

（▲13.5%）

（▲20.2%）

現状のままで推移すると、２０４０年に県人口は９５．５万人（昭和５年水準）まで減少（２０．２％減）する。一方、人
口減少緩和策を講じると、２０４０年に中位水準では１０３．５万人（１３．５％減）、高位水準では１１０．１万人（８．０％
減）となる。
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老年人口割合は一貫して増加し、２０４０年には、２０１０年比で約１０ポイント増加する一方、生産年齢人口割合と
年少人口割合は減少し、２０１０年比で生産年齢人口割合は７．６ポイント、年少人口割合は２．４ポイントの減少とな
る。
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老年人口割合は一貫して増加し、２０４０年には、２０１０年比で７．３ポイント増加する一方、生産年齢人口割合は
減少し、２０１０年比で７ポイントの減少となる。また、年少人口割合はほぼ横ばいで推移する。
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※構成割合は実数により算出



老年人口割合は、増加を続けるが、２０２５年にはピークを迎え、その後は横ばいとなる。一方、生産年齢人口割合
は、２０３０年まで減少を続けるが、その後は横ばいとなる。また、年少人口割合は、２０１５年では微減するが、その
後は微増で推移し、２０４０年に微減する。
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年少人口 生産年齢人口 老年人口

（千人） 年齢層別総人口（高位年齢層別総人口（高位年齢層別総人口（高位年齢層別総人口（高位水準）水準）水準）水準）

（26.6%）

（31.8%）
（31.5%）（32.0%）（32.5%）（32.2%）

（30.3%）

（53.7%）（53.9%）（53.7%）（54.2%）（55.2%）
（57.2%）

（60.3%）

（14.4%）（14.6%）（14.3%）（13.3%）（12.6%）（12.4%）（13.0%）

※構成割合は実数により算出
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451,697 

465,195 

480,443 
475,910 

467,237 

456,047 

442,903 

432,846 

413,476 

2.64

2.52
2.41

2.37

2.34

2.3
2.27

2.21

2.2

1.9

2.0

2.1

2.2

2.3

2.4

2.5

2.6

2.7

360,000

380,000

400,000

420,000

440,000

460,000

480,000

500,000

2000年 05年 10年 15年 20年 25年 30年 35年 40年

一般世帯数一般世帯数一般世帯数一般世帯数と平均世帯人員と平均世帯人員と平均世帯人員と平均世帯人員

一般世帯総数 平均世帯人員

（世帯数） （平均人員）
実績値 推計値

一般世帯数 平均世帯人員

一般世帯数は、２０１５年から減少に転じ、その後は一貫して減少し、２０４０年には２０１０年比で約１４％の減とな
る。また、平均世帯人員についても一貫して減少し、２０４０年には２０１０年比で約０．２人の減となる。

出典：（実績値）国勢調査
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類型別世帯数類型別世帯数類型別世帯数類型別世帯数

単独世帯 夫婦のみの世帯 夫婦と子供から成る世帯 一人親と子 その他の一般世帯

（千世帯）

実績値 推計値

出典：（実績値）国勢調査

（15.6%）
（13.9%）

（7.5%）

（28.3%）

（22.2%）

（26.4%）

（11.0%）
（11.1%）

（10.0%）
（9.8%）

（9.6%）
（9.3%）（8.8%）

（8.4%）

（22.1%）
（22.2%）（21.0%）

（21.9%）（23.0%）（24.2%）（25.6%）
（26.9%）

（23.8%）（23.5%）
（20.5%）（21.2%）（21.8%）（22.2%）

（22.4%）
（22.4%）

（36.0%）（36.2%）（37.5%）（36.0%）（34.4%）（32.6%）
（30.9%）（28.5%）

（7.1%）（7.0%）（11.1%）（11.1%）
（11.3%）（11.7%）（12.3%）

※構成割合は実数により算出

夫婦と子供世帯
一人親と
子供世帯夫婦のみ世帯

夫婦のみ世帯、夫婦と子供世帯は２０１０年をピークとして減少傾向となり、単独世帯についても２０３０年まで増加
し、その後減少に向かう。また、単独世帯と夫婦のみ世帯の合計割合は増加を続け、２０４０年には約６割を占める。
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高齢者世帯の年齢構成高齢者世帯の年齢構成高齢者世帯の年齢構成高齢者世帯の年齢構成

85歳以上

80～84歳

75～79歳

70～74歳

65～69歳

65歳以上計

（千世帯）

（10.6%）

（16.7%）

（22.9%）

（23.7%）

（26.1%）

（13.5%） （17.5%）

（23.6%）

（25.9%）

（19.4%）

（15.0%）

（16.0%）

（16.4%）

（19.3%）

（22.1%）

（28.7%）
（19.0%）

（18.0%）

（18.6%）

（18.9%）

（25.5%）

（19.1%）

（19.5%）

（21.3%）

（20.4%）

（19.7%）

（20.1%）

（22.4%）

（24.1%）

（15.9%）

（22.1%）

（18.1%）

（16.9%）

（16.2%）

（26.6%）

【高齢者世帯割合】（３５．２％） （３９．８％） （４２．４％） （４３．２％） （４３．０％） （４２．８％） （４４．６％）

高齢者世帯の総数は２０２０年をピークとして緩やかに減少するが、各年において団塊の世代を含む層が急激に割
合増加（図中の枠囲み）していく。
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※各割合は実数により算出



小規模集落数は２０２５年まで増加し、１，５８８集落（構成比３７．３％）となり２０１２年対比で８８３集落（＋１２５％）
の増加となる。その後は減少し、２０４０年には１，３２７集落（構成比３１．１％）となる。
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２ 経済指標・労働
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４ 県内総生産
・県内総生産を本県の潜在GDPベースでシミュレーションすると、２０１０年の５．６兆円から引き続き増加し、人口の標準シミュレーション
では、２０４０年に１０．１兆円に達し、２０１０年比較で８１．１％増となる。人口の中位水準シミュレーション及び高位水準シミュレーショ
ンにおいても、ほぼ同様の伸びとなる。

５ 労働
①標準シミュレーション（社人研の推計水準）
・総就業者数は、減少を続け、２０２０年に５０万人を下回り、２０３５年以降は一段と減少が進み、２０４０年に４２．２万人となり、２０１０年
比較で１１．１万人の減少、２０．８％減となる。

・就業率は、２０２５年まで減少後、２０３５年に一旦、５０．１％まで上昇するが、２０４０年には４９．４％に低下し、２０１０年比較で３．８
ポイントの減少となる。

・産業別就業者数は、いずれの産業も２０４０年まで減少を続ける。第１次産業は、２０１０年の４．０万人が２０４０年に１．１万人まで減少
し、２．９万人の減少、７３．１％の減となる。第２次産業は、２０１０年の１２．９万人が２０４０年に９．０万人まで減少し、３．９万人の減
少、３０．２％の減となる。最も就業者数の多い第３次産業は、２０１０年の３６．３万人が２０４０年に３２．１万人まで減少し、４．３万人
の減少、１１．７％の減となる。

・産業別就業者比率は、第１次産業の比率が低下を続け、２０４０年に２．５％となり、２０１０年比較で５．０ポイント低下する。第２次産業
の比率は、緩やかに低下して、２０４０年は２１．４％となり、２０１０年比較で２．９ポイント低下する。一方、最も比率の高い第３次産業
の比率は増加を続け、２０４０年は７６．０％となり、２０１０年比較で７．８ポイント上昇する。

②中位水準シミュレーション（人口減少緩和）
・総就業者数は減少を続け、２０２５年に５０万人を下回り、２０４０年に４６．２万人となり、２０１０年比較で７．１万人の減少、１３．３％減
となる。

・就業率は、２０２０年及び２０２５年に一旦低下するもののその後は上昇し、２０３５年以降は横ばいとなり、２０４０年には２０１０年比較
で２．０ポイントの減少となる。

・産業別就業者数は、第１次産業及び第２次産業は、２０４０年まで減少を続けるが、第３次産業は、２０２５年まで減少後、２０３５年まで
は一旦微増し、２０４０年に再度減少する。第１次産業は、２０１０年の４．０万人が２０４０年に１．２万人まで減少し、２．８万人の減少、
７０．６％の減となる。第２次産業は、２０１０年の１２．９万人が２０４０年に９．９万人まで減少し、３．０万人の減少、２３．５％の減とな
る。最も就業者数の多い第３次産業は、２０１０年の３６．３万人が２０４０年に３５．１万人に減少し、１．２万人の減少、３．３％の微減と
なる。
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③高位水準シミュレーション（人口減少緩和）
・総就業者数は、２０３０年に５０万人を切るまで減少した後、下げ止まる。２０４０年に４９．５万人となり、２０１０年比較で３．７万人の減
少、７．０％の減となる。

・就業率は、２０２０年まで低下するものの、その後は上昇し、２０４０年では２０１０年比較で０．６ポイントの減にとどまる。
・産業別就業者数は、第１次産業及び第２次産業は、２０４０年まで減少を続けるが、第３次産業は、２０２０年まで減少後、上昇に転じ、
２０３０年以降は２０１０年の就業者数を上回って上昇する。第１次産業は、２０１０年の４．０万人が２０４０年に１．３万人まで減少し、
２．７万人の減少、６８．５％の減となる。第２次産業は、２０１０年の１２．９万人が２０４０年に１０．６万人に減少し、２．３万人の減少、
１８．０％減となる。一方、最も就業者数の多い第３次産業は、２０１０年の３６．３万人が２０４０年に３７．７万人に増加し、１．３万人
の増加、３．７％増となる。
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県内総生産は、潜在ＧＤＰベースで一貫した増加が見込まれる。

1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040

標準 2,752,040 3,162,726 3,667,669 4,122,089 4,516,885 4,964,840 5,573,465 6,158,555 6,794,510 7,511,391 8,309,817 9,177,212 10,094,013

中位水準 2,752,040 3,162,726 3,667,669 4,122,089 4,516,885 4,964,840 5,573,465 6,158,555 6,805,820 7,541,877 8,363,549 9,276,658 10,268,966

高位水準 2,752,040 3,162,726 3,667,669 4,122,089 4,516,885 4,964,840 5,573,465 6,158,555 6,814,445 7,565,759 8,407,298 9,357,107 10,407,568

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

（百万円）（百万円）（百万円）（百万円） 県内総生産（県内総生産（県内総生産（県内総生産（潜在ＧＤＰベース）潜在ＧＤＰベース）潜在ＧＤＰベース）潜在ＧＤＰベース）

高位水準

合 特：2015～2020年で2.07を達成

純移動率：標準の5.5倍(20～30代)

中位水準

合 特：2015～2020年で1.80を達成

純移動率：標準の3.5倍(20～30代)

標準

合特：2015～2040年に1.46～1.49で推移

【対2010年増加率】 （単位：％）

2015/2010 2020/2010 2025/2010 2030/2010 2035/2010 2040/2010

標準 10.5 21.9 34.8 49.1 64.7 81.1

中位水準 10.5 22.1 35.3 50.1 66.4 84.2

高位水準 10.5 22.3 35.7 50.8 67.9 86.7



2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

標準 532,450 523,985 497,951 481,405 467,950 450,194 421,654

中位水準 532,450 523,985 503,001 492,133 483,942 476,674 461,853

高位水準 532,450 523,985 506,870 500,668 497,295 498,756 495,249

421,654 

461,853 

532,450 

495,249 

400,000

420,000

440,000

460,000

480,000

500,000

520,000

540,000

（人）（人）（人）（人）
総就業者数総就業者数総就業者数総就業者数

高位水準

合 特：2015～2020年で2.07を達成

純移動率：標準の5.5倍(20～30代)

中位水準

合 特：2015～2020年で1.80を達成

純移動率：標準の3.5倍(20～30代)

標準

合特：2015～2040年に1.46～1.49で推移

（▲13.3%）

（▲20.8%）

（▲7.0%）

総就業者数は、現状のままで推移すると、２０４０年には対２０１０年比で約２１％減少となり、高位水準でも約７％
の減少となる。
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就業率は、現状のままで推移すると、２０４０年には対２０１０年比で３．８ポイント減少するが、中位水準では、一時
減少するものの２０３０年には増加に転じ、２０４０年には対２０１０年比で２．０ポイントの減少にとどまる。高位水準で
は一時減少するものの、中位水準と同様増加に転じ、２０４０年には対２０１０年比で０．６ポイントの減少にとどまる。
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2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

標準 53.2 51.2 49.8 49.6 49.9 50.1 49.4

中位水準 53.2 51.2 50.0 50.0 50.6 51.3 51.2

高位水準 53.2 51.2 50.2 50.3 51.1 52.1 52.6

49.4

51.2

53.2

52.6

45.0

47.0

49.0

51.0

53.0

55.0

57.0

59.0
（％）（％）（％）（％）

就業率就業率就業率就業率

高位水準

合 特：2015～2020年で2.07を達成

純移動率：標準の5.5倍(20～30代)

中位水準

合 特：2015～2020年で1.80を達成

純移動率：標準の3.5倍(20～30代)

標準

合特：2015～2040年に1.46～1.49で推移
（▲0.6）

（▲2.0）

（▲3.8）



標準シミュレーションにおける産業別就業者数は、現状のままで推移すると、第１次産業は１万人台まで減少し、第
２次産業も減少が進む一方、第３次産業は緩やかに減少する。

316,858 328,768 340,661 
364,848 365,150 376,201 363,194 363,018 352,775 348,012 344,545 337,058 320,558 

148,628 
146,457 

159,920 

167,537 155,888 139,189 
129,443 128,496 

119,296 112,443 106,377 
99,453 

90,402 

115,410 103,241 
80,692 

68,247 57,405 
53,181 

39,813 
32,471 

25,880 
20,950 

17,028 
13,683 

10,694 

0

100,000

200,000

300,000
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600,000

700,000

1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

産業別産業別産業別産業別就業者数（標準）就業者数（標準）就業者数（標準）就業者数（標準）

第1次産業

第2次産業

第3次産業

実績値 推計値

580,896

450,194
467,950

481,405
497,951

523,985532,450

568,571578,443

600,632

578,466

421,654

（19.9%）

（4.4%）
（5.2%）

（6.2%）
（7.5%）

（9.4%）（9.9%）
（11.4%）

（13.9%）
（17.8%）

（2.5%）
（3.0%）

（3.6%）

（54.5%）
（72.3%）（70.8%）（69.3%）（68.2%）（66.2%）（63.1%）（60.7%）

（58.6%）
（56.8%）

（76.0%）（74.9%）
（73.6%）

（25.6%）
（23.4%）

（24.0%）
（24.5%）（24.3%）

（24.5%）（26.9%）（27.9%）
（27.5%）

（25.3%）

（21.4%）
（22.1%）

（22.7%）

（人）
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581,273



中位水準シミュレーションにおける産業別就業者数は、第１次産業は１万人台まで減少し、第２次産業も減少が進
む一方、第３次産業はほぼ横ばいとなる。

316,858 328,768 340,661 
364,848 365,150 376,201 363,194 363,018 356,353 355,767 356,319 356,884 351,119 

148,628 
146,457 

159,920 

167,537 155,888 139,189 
129,443 128,496 

120,505 114,949 110,013 105,303 
99,021 

115,410 103,241 
80,692 

68,247 
57,405 53,181 

39,813 32,471 
26,143 

21,417 17,610 14,487 
11,713 

0
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200,000
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600,000

700,000

1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

産業別産業別産業別産業別就業者数（就業者数（就業者数（就業者数（中位中位中位中位水準）水準）水準）水準）

第1次産業

第2次産業

第3次産業

実績値 推計値

（19.9%）

（4.4%）
（5.2%）

（6.2%）（7.5%）

（9.4%）（9.9%）
（11.4%）

（13.9%）
（17.8%）

（2.5%）
（3.0%）（3.6%）

（54.5%）
（72.3%）（70.8%）

（69.3%）（68.2%）（66.2%）（63.1%）（60.7%）
（58.6%）（56.8%）

（76.0%）（74.9%）（73.6%）

（25.6%）
（23.4%）

（24.0%）
（24.5%）（24.3%）

（24.5%）（26.9%）
（27.9%）

（27.5%）
（25.3%） （21.4%）（22.1%）（22.7%）

580,896 578,466 581,273

600,632

523,985

568,571
578,443

532,450

476,674483,942
492,133

503,001

461,853

（人）
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高位水準シミュレーションにおける産業別就業者数は、第１次産業は１万人台まで減少し、第２次産業は緩やかに
減少する一方、第３次産業は増加する。

316,858 328,768 340,661 
364,848 365,150 376,201 363,194 363,018 359,094 361,937 366,151 373,416 376,508 

148,628 
146,457 

159,920 

167,537 155,888 139,189 
129,443 128,496 121,432 116,943 113,048 110,181 106,181 

115,410 103,241 
80,692 

68,247 
57,405 53,181 

39,813 32,471 
26,344 21,788 18,096 15,159 12,560 

0
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産業別産業別産業別産業別就業者数（高位水準）就業者数（高位水準）就業者数（高位水準）就業者数（高位水準）

第1次産業

第2次産業

第3次産業

実績値 推計値

（19.9%）

（4.4%）
（5.2%）

（6.2%）（7.5%）

（9.4%）（9.9%）
（11.4%）

（13.9%）
（17.8%）

（2.5%）（3.0%）（3.6%）

（54.5%）
（72.3%）（70.8%）（69.3%）（68.2%）（66.2%）（63.1%）（60.7%）

（58.6%）（56.8%）
（76.0%）（74.9%）（73.6%）

（25.6%）
（23.4%）（24.0%）

（24.5%）（24.3%）
（24.5%）（26.9%）

（27.9%）

（27.5%）
（25.3%）

（21.4%）（22.1%）
（22.7%）

580,896 578,466 581,273

600,632

532,450

568,571
578,443

523,985

498,756497,295500,668506,870 495,249

（人）
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３ 社会保障
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６ 寿命
・平均寿命は、男女ともに同様に伸び続け、長寿命化が進む。２０４０年で男性８３．０歳、女性８９．７歳となり、２０１０年～２０１５年と
２０３５年～２０４０年比較で、男女ともに約２．５歳伸びる。
・健康寿命は、２０４０年で男性７９．０歳、女性８１．６歳となり、２０１０年～２０１５年と２０３５年～２０４０年比較で、男性１．６歳、女性
０．９歳の伸びとなり、男女ともに伸び率が平均寿命の伸びより低くなる。健康寿命との差は、男性４．０歳、女性８．２歳で、女性で平
均寿命と健康寿命の差が広がる。

７ 県民医療費
（医療費高度化、高齢化、診療報酬改定などによる医療費の伸び率を、厚生労働省「医療・看護に係る長期推計」における推計前提に
合わせて年間３．２％としている）

①標準シミュレーション（社人研の推計水準）
・県民医療費は上昇を続け、２０４０年に８，６８９億円となり、２０４０／２０１１年比較で４，３４４億円の増加、１００％増と倍増する。
②中位水準シミュレーション（人口減少緩和）
・県民医療費は上昇を続け、２０４０年に９，４１３億円となり、２０４０／２０１１年比較で５，０６８億円の増加、１１７％増となる。
③高位水準シミュレーション（人口減少緩和）
・県民医療費は上昇を続け、２０４０年に１兆円を超え、２０４０／２０１１年比較で５，６７１億円の増加、１３１％増となる。

８ 介護給付費

（将来の賃金上昇率、物価上昇率の伸び率を、厚生労働省「医療・看護に係る長期推計」における推計前提に合わせて年間１．９％
としている）

・介護給付費は２０４０年に２，４２２億円となり、２０４０年／２０１０年比較で、１，５４０億円の増加、１７５％の増となる。



平均寿命については、今後も、長寿命化が進み、男女ともに約２．５歳の延伸となるが、健康寿命については、男性
で約１．６歳、女性で約０．９歳の延伸にとどまる。
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2030年

2030年～

2035年

2035年～

2040年

女性平均寿命 男性平均寿命 女性健康寿命 男性健康寿命

平均寿命と健康寿命
（歳）（歳）（歳）（歳）

（出典）県福祉保健企画課調

（注）数値は５年間の平均値

女性平均寿命

男性平均寿命

女性健康寿命

男性健康寿命

（＋2.46）

（＋2.42）

（＋0.85）

（＋1.56）



県民医療費については、２０４０年に標準で２０１１年対比約１００％と倍増、高位水準で約１３０％の増加となる。
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1993 1996 1999 2002 2005 2008 2011 2015 2020 2025 2030 2035 2040

標準 2,796 3,415 3,593 3,626 3,822 3,923 4,345 4,839 5,494 6,201 6,969 7,799 8,689

中位水準 2,796 3,415 3,593 3,626 3,822 3,923 4,345 4,837 5,551 6,367 7,281 8,296 9,413

高位水準 2,796 3,415 3,593 3,626 3,822 3,923 4,345 4,837 5,599 6,504 7,537 8,704 10,016

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

（億円）（億円）（億円）（億円） 県民医療費県民医療費県民医療費県民医療費

実績値 推計値

高位水準

合 特：2015～2020年で2.07を達成

純移動率：標準の5.5倍(20～30代)

中位水準

合 特：2015～2020年で1.80を達成

純移動率：標準の3.5倍(20～30代)

標準

合特：2015～2040年に1.46～1.49で推移



介護給付費については、２０４０年に２０１０年対比で１，５４０億円（約１７５％）の増加となる。
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2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040

介護給付費 882 1,042 1,302 1,562 1,832 2,126 2,422

882 

2,422 

0
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（+174.6%）


